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2016 年 3 月 22・28 日合併号 

調査情報部  

今週以降の見通し 

先週の東京市場は続伸して始まった後、軟調となった。外部環境が落ち着きを取り戻しつつある中、リスク回

避の動きが弱まり、日経平均は一時約 1 か月半ぶりに 17200 円台を回復した。しかし、政策イベントを挟んで商

いは閑散となり、利益確定売りに加えて、円高が追い打ちをかけ、下落歩調となった。物色はテーマ関連など

中小型株が人気となり、マザーズ指数は一時今年の高値に進んだ。米国市場は原油相場や商品市況の上昇

を受けて、戻り歩調が続いた。FOMC で早期の追加利上げ観測が後退したことでドル安が進み、企業業績の回

復期待も高まった。NY ダウは今年初めて昨年末の水準を上回った。為替市場では、米利上げ先送り観測を背

景にドルが全面安となり、対円では一時 1 ドル 110.67 円と約 1 年 5 か月ぶりの水準まで円が買われた。ユーロ

は ECB の追加緩和打ち止め観測もあり、対ドルで大きく上昇したものの、対円ではもみ合いとなった。 

今週以降の東京市場は一進一退の動きとなろう。外部環境の落ち着きに加え、期末を控えた権利配当取り

の動きなどから、押し目買いが入りやすい一方、円高や国内景気の減速懸念などから上値の重い展開となろう。

物色は引き続き中小型のテーマ関連株が賑わうとみられるものの、好業績期待銘柄などにも見直し買いが入

ろう。米国市場は原油相場の落ち着きやドル安による企業の業績回復期待から、概ね堅調な展開となろう。為

替市場でドル円は、米経済指標や長期金利動向をにらみつつ、円強含みの動きとなろう。ユーロ円は ECB の

追加緩和の効果を見極めつつ、1 ユーロ 126 円台を中心にもみ合いが続こう。 

今週以降、国内では 25 日(金)に 2 月の消費者物価、29 日（火）に 2 月の労働力調査、家計調査、30 日(水)

に 2 月の鉱工業生産、31 日(木)に 2 月の住宅着工、4 月 1 日(金)に日銀短観 3 月調査が発表される。一方、海

外では 24 日(木)に 2 月の米耐久財受注、28 日(月)に 2 月の米個人所得、29 日に 3 月の米消費者信頼感指数、

4 月 1 日に 3 月の中国製造業 PMI、米雇用統計、ISM 製造業景況指数が発表されるほか、25 日は聖金曜日で

欧米、アジアの多くの市場が休場となる。 

テクニカル面で日経平均は今週、13 週移動平均線（17056 円：18 日現在）を一時上回った。日足の一目均衡

表では下降中の抵抗帯の雲領域に差し掛かったほか、遅行スパンは日々線を上回ってきた。転換線(16893

円：同)を回復すれば、抵抗帯上限(17439 円：同)への戻りが期待されよう。一方、25 日線(16497 円：同)や基準

線(16078 円：同)が下値めどとなろう。 (大谷 正之) 
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各種指数の推移 （Bloomberg データより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆業績堅調で株価が 13 週・26 週の両移動平均線の上位に位置する主な好取組銘柄群 

東証 1 部上場銘柄で今期予想営業増益率 5％以上の銘柄は全体の 55％程度に相当する 1080 銘柄ほど存

在している。長期トレンドを見る 26 週ＭＡ（移動平均線）、中期トレンドを見る 13 週ＭＡの 2 本の移動平均線に

対して上位に位置し、かつ、取組良好な銘柄も多く、中期スタンスで注目したい。（野坂 晃一） 

投資のヒント 
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カルビー (2229･東 1)  

スナック菓子最大手で、北米や中国にも展開。09年に

は米ペプシコと資本提携している。16/3 期第 3 四半期(4

‐12 月)業績は売上高が前年同期比 12.5％増の 1851.6

億円、営業利益は同 13.5％増の 219.0 億円となった。ス

ナック菓子の売上高は同 7.6％増で、「ポテトチップス」は

発売 40 周年のベーシックシリーズが好調だったほか、

「じゃがりこ」の『たらこバター』や「Jagabee」の期間限定

品が売り上げを伸ばした。コーン系スナックも『ドリトス』

の堅調や『ギャレット ポップコーン ショップス』の新店

効果で売り上げを伸ばした。海外は北米や韓国が好調

だった。その他食品のシリアルでは生産能力を増強した

『フルグラ』が大きく伸長した。利益面では原材料価格の

上昇や償却負担増を増収と販管費の効率化などでカバ

ーした。通期見通しは据え置かれたが、第 3 四半期まで

の営業利益の進捗率は 76.0％と順調で、内外での販売

好調や生産拡大により、計画超過達成の可能性もあろ

う。17/3 期は 4 月に『フルグラ』の国内生産能力が 1.75

倍に引き上げられるほか、韓国では「ポテトチップス」の

新工場が稼働する。北米やアジアでの販売拡大が見込

まれ、増収増益基調が続こう。（大谷 正之） 
 

カシオ計算機 (6952･東 1) 

デジカメや電子楽器にも展開している。16/3 期第 3 四半

期(4－12 月)業績は売上高が前年同期比 6.8％増の 2618.1

億円、営業利益が同 28.6％増の 334.7 億円となった。時計

は GPS ハイブリッド電波ソーラーを搭載した『G－SHOCK』

や『OCEANUS』が内外で好調に推移し、大幅な増収となっ

たほか、スマホに連携した Bluetooth ウオッチ『EDIFICE』も

堅調だった。デジカメでは『EX－TR シリーズ』や『EX－

ZR1600』など独自ハイエンド商品が貢献した。また、システ

ム事業のプロジェクターも価格競争力のある新製品が伸

び、収益性が改善した。16/3 期通期業績見通しは据え置

かれている。第 3 四半期(10－12 月)の営業利益率は前年

同期の 12.0％から 13.5％に改善しているが、足元の円高

の影響が幾分懸念される(1 ドル 115 円、1 ユーロ 130 円想

定)。来期以降も高機能、高単価のメタルアナログウオッチ

の拡大継続やデジカメの独自ハイエンド商品の販売強化

に加え、スマート・アウトドア・ウオッチの新規展開やネット

教育事業の立ち上げなどが期待される。（大谷 正之） 

今週の参考銘柄 
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ニトリＨＤ (9843･東 1)  

家具・インテリア製造小売りチェーンで国内トップ。開

発輸入品が約 8 割。16/2 期第 3 四半期(3‐11 月)業績

は売上高が前年同期比 7.8％増の 3347.0 億円、営業利

益が同4.2％増の547.2億円となった。季節商品やベッド

ルーム家具が好調だったほか、新規出店を進めている

都市型店舗の売り上げ増加が寄与した。国内店舗数は

前年度末比 24 店舗増加(新規出店 27 店、退店 3 店)の

370 店舗となった。海外も台湾 4 店舗、中国 3 店舗を新

規オープンし、合計34店舗となり、国内と合わせて、404

店舗体制となった。利益面では円安に伴う原材料費高

や物流コストの上昇を、原材料の見直しや共通化、産

地の新規開拓などにより、輸入関連コストを削減し吸収

した。通期見通しは据え置かれているが、一部報道で

は、営業利益は計画の 710 億円を若干上回り、29 期連

続で過去最高を更新した模様だ。2 月の月次動向は前

年同月比 9.2％増と好調で、3 か月連続のプラスとなっ

たほか、客数も同 11.0％の伸びとなった。続く 17/2 期も

高水準の出店を続けるほか、高価格帯商品の好調など

により、連続最高益更新が見込まれる。3 月 28 日に決

算発表予定。（大谷 正之） 

 

その他 
 
ＰＣＩＨＤ (3918) 
16/9 期第 1 四半期(10－12 月)業績は、営業利益が 1.6 億円となった。自動車向け組み込みソフトや金融機関
向けソフト開発が好調で、IoT/IoE ソリューション事業も堅調だった。16/9 期通期業績は売上高が前期比 7.6％
増の 84.5 億円、営業利益が同 6.0％増の 5.8 億円を見込む。注目は IoT/IoE ソリューション事業で、3 月 1 日か
らサービスが始まった「V‐Low マルチメディア放送」では同社が受信端末向けソフトとスマホ向けアプリを開発し
ており、15 日にはコミュニケーションツールとなる『A-ya』を発表した。スマートフォンと身の回りの様々な機器を
つなぎ、様々な情報をやり取りすることができるといい、今後の需要拡大が期待される。また、自動車の車間通
信「V2X」や太陽光発電所向け統合管理システム「Power Station」なども寄与し、中期的な成長が見込まれよう。
4 月 1 日付で 1 株を 2 株に分割する予定。 
 
清水建設 （1803） 
東芝は四日市で 6 番目となる次世代半導体の製造棟を建設すると発表した。同社は四日市工場の第 5 製造棟
を建築した実績があることから注目されよう。 
 
セイコーエプソン （6724）  
長期ビジョン及び中期計画を発表。中期計画では 2019 年 3 月期に事業利益 960 億円、ROE10％以上（継続的
に）を目指すという。物足りない数値目標に見えるが、成長に向けて基盤創りのための積極投資期とみられ、失
望する内容でないとみている。 
 
ガリバー （7599） 
2 月の直営店車両販売台数は前年比 10％増の 20033 台と 3 か月連続で前年を上回った。特に新規出店を加
速している直営小売販売台数は前年比 42％増と急拡大。 

（増田 克実） 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

３月２２日（火） 

１月全産業活動指数（１３：３０、経産省） 

２月主要コンビニ売上高（フランチャイズチェーン協） 

上場  チエル<3933>ジャスダック 

３月２３日（水）  

２月民生用電子機器国内出荷（１４：００、ＪＥＩＴＡ） 

３月月例経済報告（関係閣僚会議終了後、内閣府） 

３月２４日（木） 

上場  ベネフィットジャパン<3934>マザーズ、ウイルプラスホールディングス<3538>ジャスダック 

３月２５日（金） 

２月全国、３月東京都区部消費者物価指数（８：３０、総務省） 

２月企業向けサービス価格指数（８：５０、日銀） 

１月景気動向指数改定値（１４：００、内閣府） 

基調的なインフレ率を捕捉するための指標（１４：００、日銀） 

気象庁３カ月予報 

３月２６日（土） 

北海道新幹線（新青森―新函館北斗）が開業 

おおさか維新の会党大会（大阪市） 

３月２７日（日） 

民主・維新合流新党の結党大会 

３月２８日（月） 

特になし 

３月２９日（火） 

２月有効求人倍率・労働力調査（８：３０、厚労・総務省） 

２月家計調査（８：３０、総務省） 

２月商業動態統計（８：５０、経産省） 

３月３０日（水）  

２月鉱工業生産・出荷・在庫指数（８：５０、経産省） 

２月自動車生産・輸出（１３：００、自工会） 

３月３１日（木） 

２月住宅着工・建設受注（１４：００、国交省） 

冬の節電要請期間が終了 

上場  エボラブルアジア<6191>、ＰＲ ＴＩＭＥＳ<3922>マザーズ 

４月１日（金） 

３月日銀短観（８：５０、日銀） 

３月新車販売（１４：００、自販連） 

東京電力<9501>が持ち株会社に移行 

横浜銀<8332>と東日本銀<8536>が経営統合 

東京ＴＹＦＧ<7173>と新銀行東京が経営統合 

電力小売り全面自由化 

ジュニアＮＩＳＡ開始 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜国内決算＞ 

３月２２日（火） 

時間未定 アークランド<9842> 

３月２８日（月） 

15:00～  ニトリＨＤ<9843> 

３月２９日（火） 

時間未定 平和堂<8276> 

<2Q>ハピネス＆Ｄ<3174>、ライトオン<7445> 

<3Q>ハニーズ<2792> 

３月３１日（木） 

時間未定 <2Q>ＵＳＥＮ<4842> 

４月１日（金） 

時間未定 ジンズメイト<7448> 

<1Q>象印<7965> 

 

＜海外スケジュール・現地時間＞ 

３月２２日（火） 

独  ３月ＩＦＯ景況感指数 

独  ３月ＺＥＷ景気期待指数 

欧  ３月ユーロ圏ＰＭＩ 

オバマ米大統領キューバ訪問最終日 

３月２３日（水）  

米  ２月新築住宅販売 

ＮＹ国際自動車ショー（報道向け２４日まで、一般公開２５日～４月３日） 

オバマ米大統領がアルゼンチン訪問 

休場  パキスタン（共和制記念日） 

３月２４日（木） 

米  ２月耐久財受注 

休場  フィリピン、メキシコ（聖木曜日）、インド（ホーリー祭） 

３月２５日（金） 

休場  米（為替通常取引、債券・株式・商品取引休場）、英、カナダ、独、仏、スイス、イタリア、オランダ、

ベルギー、スペイン、ポーランド、ハンガリー、ブラジル、香港、フィリピン、シンガポール、 

インドネシア、インド、豪州、ＮＺ、メキシコ、南ア（聖金曜日）、ギリシャ（独立記念日） 

３月２７日（日） 

欧州各国が夏時間入り（英との時差８時間、仏独伊７時間） 

３月２８日（月） 

米  ２月個人所得・消費 

休場  英、カナダ、独、仏、スイス、イタリア、オランダ、ベルギー、スペイン、ポーランド、ハンガリー、香港、

豪州、ＮＺ（イースター）、南ア（家族の日）、ギリシャ（公休日） 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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３月２９日（火） 

米  ３月消費者景気信頼感指数（コンファレンス・ボード） 

米  １月Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格指数 

３月３０日（水）  

欧  ３月ユーロ圏景況感指数・景気総合指数 

独  ３月消費者物価 

米  ３月ＡＤＰ雇用統計 

３月３１日（木） 

独  ３月雇用統計 

欧  ３月ユーロ圏消費者物価 

ＮＺ国旗変更の国民投票結果発表 

４月１日（金） 

中  ３月製造業ＰＭＩ 

米  ３月雇用統計 

米  ２月建設支出 

米  ３月新車販売台数 

米  ＩＳＭ製造業景況指数 

休場  インド（株式通常取引・銀行休業、金融機関休業日） 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

３月２２日（火） 

ナイキ 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネ

ット取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100 万円以下の場合は１取引につ

き 540 円（税込）、1 取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1 取引につき 1,080 円（税込）の委託手数料を

ご負担いただきます。「1 日定額コース」においては、1 日の約定代金 300 万円ごとに 1,620 円（税込）の

委託手数料をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30 回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600 円（税込）の追

加手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1 取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2 複数市場へのご注文は市場ごとに 1回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用

を加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％(税込)の取次手数料をご負担い

ただきます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価

のみをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じ

て当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引

においては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上か

つ 30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うこ

とができることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国

株式の場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の

損失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等

書面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料

のご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもの

ではありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに

当社の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変

更することがあります。 

2016 年 3 月 18 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 
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